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研究成果の概要（和文）：研究では、ソーシャルメディアに注目し、グローバルブランドコミュニティの観点か
ら国際的調査を行った。ブランドコミュニティ研究では、統一と分化、さらにはブランド使用に関するコミュニ
ティを維持する諸活動が考察されてきた。分析の結果、ソーシャルメディア においてもソーシャル・エンゲー
ジメントが生じており、単一のコミュニティではなく分化や階層化が見られた。

研究成果の概要（英文）：The research focused on social media and conducted international research 
from the global brand community perspective. Previous brand community studies have considered 
activities to maintain these communities. As results of the analysis, social engagement is also 
occurring in social media, and differentiation and stratification are seen instead of a single 
community.

研究分野： マーケティング

キーワード： ブランドコミュニティ　ソーシャルメディア 　マーケティング　ソーシャルメディア ・マーケティン
グ

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、第一にソーシャルメディアという新しいメディアにおいてもブランドコミュニティ研究の知見を応用
することができることを示した。第二に、ソーシャルメディア上のブランドコミュニティにおいても、旧来と同
様のコミュニティの維持活動が生じることを示すとともに、こうした活動が単一のグローバルコミュニティの形
成を困難にすることも示した。
このことは、実務的にも、ソーシャルメディア活用の方針を提示するとともに、戦略的なコミュニティ維持活動
の具体的な方策を提示する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 もともリアルのコミュニティを対象としてきたブランドコミュニティ研究は、インターネッ
ト の 発 達 に 伴 い 、 ネ ッ ト 上 の コ ミ ュ ニ テ ィ を 対 象 に す る よ う に な っ て き た
(Muniz&O'Guinn2001、 McAlexander2002)。ネット上のコミュニティにおいても、Muniz た
ちが主張する特徴的な様式がみられるとともに、コミュニティ上でユーザーたちは自らのアイ
デンティティを構築することはもちろん、当のブランドにたいしても強いロイヤルティを抱く
ようになるとされる。こうしたネット上のブランドコミュニティ研究は、近年では、ソーシャル
メディアまでを対象に含むようになりつつある。例えば、Zaglia(2013)は、ソーシャルメディア
をブランドコミュニティ研究の観点 から捉えられるかどうかを検討し、特に Facebook Group
においては旧来のブランドコミュニティと同様の性格がみられることを確認している。 
 ネットやソーシャルメディアを対象にするようになる中で、ブランドコミュニティのメンバ
ー の多様性が広がり、当初とは異なった性格が議論されるようにもなっている。その一つが、
ブランド価値の統合に関する問題である(Cova et al.2007)。初期の Munizたちの定義に従えば、
ブラ ンドコミュニティではブランド価値がユニバーサルに共有されていると考えられてきた。
しかし、Cova たちは国境を越えるブランドコミュニティをグローバルブランドコミュニティと
して考察した結果、異なる地域では異なるブランド価値が生じており、お互いがお互いを否定し
あっている可能性も明らかになった。こうした傾向は、過去のブランドコミュニティでも部分的
には指摘されており(Kozinets2001)、例えばスタートレック・コミュニティでは男性と女性を区
別した言葉が用いられ、その興味や関心が異なるとされる。Schau et al.(2009)は、こうしたコ
ミュニティ内の差異化の活動を実践論の観点からエンゲージマネジメントとして類型化してい
る。 
 ネットやソーシャルメディアの普及により、企業の意図に関わらず、ユーザーがグローバルに 
特定のサイトに集まることが容易になっている。そのため、同一ブランドを軸に形成されるブラ 
ンドコミュニティであっても、その内部での差異が大きくなってきているものと予想される。た 
だその一方で、具体的にそうした差異がどのようにして生じるのかという点や、その差異が企業 
のマーケティングに対してどのような意味を持つのかについては、まだ明確にはされていない。 
Cova たちの考察は最初から 2 つに分かれて存在する異なる地域のコミュニティを対象にして
お り、そうした差異が一つのコミュニティの中で生じる可能性を示してはいない。Schau たち
はグローバルブランドコミュニティにおけるユーザーの自発的な分化を類型化しながら記述し
ているが、ソーシャルメディアは念頭に置いておらず、企業のマネジメントには言及していない。 
 そもそも、ブランドコミュニティ研究という枠組み自体、基本的にはユーザーによって自生的 
に形成されたコミュニティを対象とし、必ずしも企業としてのマネジメントに焦点が当てられ
てきたわけではない。McAlexander は企業も参加したコミュニティ形成の可能性を強調するも
のの、あくまで企業と顧客が平等な形で参加するコミュニティが想定される。そのために、 
Fournier&Lee(2009)は企業がマーケティングのために用いようとしてきたブランドコミュニテ
ィ はほとんど失敗したと指摘し、改めて顧客中心のコミュニティ運用が必要であるとされてい
た。 
 企業のマネジメントを必要としない(あるいは排除しようとする)ブランドコミュニティの存
在は、一面として、こうしたコミュニティが決して企業の一方的な広告ツールではないことを再
確認させる契機になる。ただ一方で、近年発展するソーシャルメディア上のコミュニティの多く
は、 企業がアカウントを管理することによって運営されることが多い。ブランドコミュニティ
研究を 参照しながらソーシャルメディア上の User Generated Contents を捉える Smith et 
al.(2012)は、 2012 年の時点ですでに北米企業の約 88%がソーシャルメディアの本格運用を行
っている、または考えているとしていた。こうしたソーシャルメディアをブランドコミュニティ
として捉え、マーケティング論として議論する場合には、企業がどのようにしてこのコミュニテ
ィをグローバルという観点から維持し、運営するのかというマネジメントの問題がこれまで以
上に重要になると思われる。 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では、これまでのブランドコミュニティ研究の知見を元に、グローバルブランド 
コミュニティが直面するコミュニティの分化や対立に焦点を当て、ソーシャルメディア上で試
みられる企業のマーケティングを考察する。また、その際にはグローバルマーケティングの研究
知見も応用し、標準化問題を統一的なブランドコミュニティの構築として検討することにする。
具体的には、グローバル企業が運営する Facebook や Twitter アカウントを対象とし、彼らが
こうしたアカウントをどのようにマネジメントしているのか、なぜそのようにマネジメントし
ているのか、そしてその結果として何がえられているのかを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 本研究に際しては、該当する企業へのヒアリング、および、ソーシャルメディア上に公開され
る投稿データを中心に分析を行う。特に後者については、データの取り扱いに注意し、プライバ
シーなどに配慮しながら取り扱う。 
 
 



 
４．研究成果 
 本研究の成果は、『ソーシャルメディア ・マーケティング』として取りまとめられ刊行された。
特に本研究に関連した成果として以下の点を挙げることができる。 
 第一に、Facebook の利用について、日本市場と海外市場では利用の傾向に違いがみられた。
日本市場では、インタラクションに関する機能が海外市場に比べて利用されておらず、一方向的
なメディアとして利用されていることが示された。このことは、インタラクションそのものが企
業のマーケティング活動においては選択肢の一つであり、国や文化ごとに利用形態が異なるこ
とを示していると考えられた。 
 第二に、ブランドコミュニティ研究の観点から、ソーシャルメディアにおいてもコミュニティ
を維持するための実践が行われていることを確認するとともに、企業のマーケティングとして
も、同様の実践を戦略的に活用していることが示された。このことは、特にエンゲージマネジメ
ントについて、分化と階層化を見てとることができ、上記の国や文化ごとに利用形態を変えると
いうマネジメントにつながっているとみることができた。 
 第三に、特に日本における企業の Twitter 利用に焦点を当て、インタラクションを行う場合の
特徴を考察した。この結果、やはり企業とユーザーのインタラクションというよりは、企業アカ
ウント同士のインタラクションに注目することができること、これらの活動がマーケティング
上の成果をもたらすことが確認された。このことは、総じて国や文化ごとに異なるソーシャルメ
ディア活用の方策がありえることを示唆する。 
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